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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　太陽スペクトル放射を測定する装置であって、
　外側本体内に第１の準ランベルト材料で被覆される球状空隙を備える球状拡散器と、
　球状拡散器の第１の所定位置に形成される第１の所定径を有する第１の絞りと、
　球状拡散器の第２の所定位置に形成される第２の所定径を有する第２の絞りと、
　第１の絞り及び第２の絞りに対して所定の関係で前記球状拡散器内に配置されて第１の
絞りから第２の絞りまでの直達反射を防止する拡散器バッフルであって、所定の厚さを有
し、第２の準ランベルト材料で被覆され、球状拡散器の内面に配置され、球の所定部分を
画定する幾何学的形状を有する拡散器バッフルと、
　複数のコリメータであって、各コリメータが、前記コリメータの一端で第２の絞りに結
合され、第２の絞りに結合されるコリメータの遠位端に配置される複数の光検出器のうち
の光検出器にとって最大受光角を画定するコリメータと、
　複数の光学フィルタであって、各光学フィルタが所定の光学波長帯域を有し、前記複数
のコリメータのうちの１つのコリメータと組み合わせて配置されて、前記第２の絞りから
出る光信号をろ過する光学フィルタと、
　を備え、
　前記拡散器バッフルが、前記第２の絞りの下半分周囲に配置される装置。
【請求項２】
　前記球状拡散器が太陽正午インジケータを備え、
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　前記装置が配備されて太陽正午インジケータが構造物の位置で太陽正午に向く状態で前
記構造物に取り付けられるときに、前記複数のコリメータが南北に並んで設置位置で太陽
正午に向くように前記球状拡散器が配向されるように、前記太陽正午インジケータが前記
複数のコリメータの軸に並ぶ、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記複数の光検出器の各光検出器によって生成される光電流をデジタル化する第１の電
子回路と、
　少なくとも前記複数の光検出器のデジタル化された前記光電流と、無大気での再構築太
陽スペクトルのモデルとに応じて再構築太陽スペクトルを生成する第２の電子回路と、
　をさらに備える、請求項１に記載の装置。
【請求項４】
　前記再構築太陽スペクトルが、最終的全天スペクトル、拡散太陽スペクトル及び直達太
陽スペクトルのうちの少なくとも１つである、請求項３に記載の装置。
【請求項５】
　大気可降水蒸気、大気オゾン及び大気エアロゾルのうちの１つに関する吸収プロファイ
ルを生成する電子回路をさらに備え、
　前記複数の光学フィルタのうちの少なくとも１つの光学フィルタが、可降水蒸気、オゾ
ン及び大気エアロゾルのうちの１つに応じて確定される所定の光学波長の通過帯域を有す
る、請求項１に記載の装置。
【請求項６】
　絞りリングが、前記第１の所定径を有する前記第１の絞りの外側に隣接して配置され、
　前記絞りリングが高反射率の所定の厚さを有するシートを含み、前記絞りリング内に精
密絞りが形成される、請求項１に記載の装置。
【請求項７】
　前記シートがニッケルであり、前記所定の厚さが１００μｍ未満である、請求項６に記
載の装置。
【請求項８】
　前記複数のコリメータの各コリメータが、第１のコリメータ素子と第２のコリメータ素
子を備え、
　前記第１のコリメータ素子が、第３の径を有する第１のコリメータ絞りを備え、
　前記第２のコリメータ素子が、第４の径を有する第２のコリメータ絞りを備え、
　前記複数の光学フィルタのうち関連する光学フィルタが、前記第１のコリメータ素子と
前記第２のコリメータ素子との間に配置される、請求項１に記載の装置。
【請求項９】
　前記第２の絞りと前記複数のコリメータとの間に配置される第２の拡散器をさらに備え
る、請求項１に記載の装置。
【請求項１０】
　前記複数のコリメータが単一のコリメーションチューブ内に形成される、請求項１に記
載の装置。
【請求項１１】
　複数の拡散器であって、各拡散器が前記複数のコリメータのうちの１つのコリメータの
前に配置される拡散器をさらに備える、請求項１に記載の装置。
【請求項１２】
　前記複数の光学フィルタの各光学フィルタが、前記第２の絞りに結合される前記複数の
コリメータのうちの１つのコリメータの端部に配置され、
　前記複数のコリメータの各コリメータが、前記第２の絞りに結合される前記複数のコリ
メータのうちの１つのコリメータの端部と前記複数の光検出器のうちの光検出器が配置さ
れる前記遠位端との間に配置されるバッフルを備える、請求項１に記載の装置。
【請求項１３】
　複数の拡散器であって、各拡散器が前記第２の絞りに結合される前記複数のコリメータ
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のうちの１つのコリメータの端部に配置される拡散器をさらに備え、
　前記複数の光学フィルタの各光学フィルタが、前記第２の絞りに結合される前記複数の
コリメータのうちの１つのコリメータの端部に配置され、
　前記複数の光学フィルタの各光学フィルタが、前記複数の拡散器のうちの１つの拡散器
と前記複数のコリメータのうちの1つのコリメータの端部との間に配置される、請求項1に
記載の装置。
【請求項１４】
　前記複数のコリメータの各コリメータが、前記一端と前記遠位端との間に配置される第
３の絞りを有するバッフルを備えるチューブである、請求項１に記載の装置。
【請求項１５】
　前記複数のコリメータが共通のコリメーションチューブ内に形成され、
　前記複数のコリメータの各コリメータがバッフルを備えるチューブを有し、前記バッフ
ルが前記チューブに沿う所定の位置に配置され、前記バッフルが開口を有する、請求項１
に記載の装置。
【請求項１６】
　前記複数のコリメータの各コリメータがバッフルを備えるチューブを有し、前記バッフ
ルが前記チューブに沿う所定の位置に配置され、前記バッフルが開口を有し、
　前記複数の光学フィルタの各光学フィルタが、前記第２の絞りに結合される前記複数の
コリメータのうちの１つのコリメータの端部に配置され、
　前側絞りが、前記複数の光学フィルタの各光学フィルタと前記複数のコリメータのうち
関連するコリメータとの間に配置される、請求項１に記載の装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、全天太陽スペクトル放射に関し、特に、エアロゾル、水蒸気及びオゾンスペ
クトル吸収プロファイルと共に、全天、直達及び拡散太陽スペクトル放射と直達垂直放射
を測定及び分解する、コンパクトで可動部品を備えず、現場に配備可能な装置及び方法に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　太陽エネルギーは、太陽熱暖房、光起電、太陽熱エネルギー、太陽熱構造及び人工光合
成などの幅広く進化し続ける技術を用いて太陽から得られる輻射光及び熱である。太陽エ
ネルギーは、重要な再生可能エネルギー源であり、その技術は、太陽エネルギーを捕捉及
び配給する、または太陽エネルギーを太陽電力に変換する方法に応じて、大まかに受動的
太陽熱技術又は能動的太陽熱技術のいずれかに特徴づけられる。能動的太陽熱技術として
は、エネルギーを活用する光起電システム、集中太陽発電及び太陽熱温水器の利用が挙げ
られる。受動的太陽熱技術としては、建物を太陽に配向させること、好適なサーマルマス
又は光分散性を有する材料を選択すること、自然に空気を循環させる空間を設計すること
が挙げられる。
【０００３】
　一般的には太陽電池と称される光電池は、即時使用又はバッテリ内の保管を通じた後続
の使用のために、動作波長帯内の入射光を電気に変換する電気装置である。歴史的に、２
つの時刻依存要因が、光起電モジュール及びアレイ性能と、様々な配備位置での予測発電
の両方を複雑化させてきた。これらの要因とは、１日のうちの太陽スペクトルの変化と、
太陽の入射角から生じる光学効果である。したがって、太陽スペクトル放射（ＳＳＩ）の
測定値は、太陽熱収集器／光起電パネル効率及び太陽エネルギー資源の評価にとって重要
である。一方、この測定値は、科学的な気象／気候観測及び材料検査研究にとっても重要
である。
【０００４】
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　現在まで、ＳＳＩの測定は、回析格子に基づく改良された科学計測器を利用して行われ
ているため、かさばり、高額であり、汎用配備のための機械的完全性が低い。したがって
、現地での太陽熱資源評価及びモジュール性能特徴研究の一環として、全天太陽スペクト
ルだけでなく全天水平又は傾斜放射を正確に判定するコンパクトで費用効率の高いツール
を提供することが有益であろう。さらに、このツールは、戸外の非制御配備下での機械的
及び環境的安定性のための可動部品を備えず、空気量、レイリー散乱、エアロゾル吸光、
オゾン及び水蒸気吸収などの主な大気工程に加えて、２８０～４０００ｎｍスペクトル範
囲内の測定値から全天、直達及び拡散太陽スペクトルを分解するソフトウェアを利用する
ことが有益であろう。
【０００５】
　本発明のその他の側面及び特徴は、本発明の具体的な実施形態に関する以下の説明を添
付図面と併せて検討することで当業者にとって自明になるであろう。
【発明の概要】
【０００６】
　本発明の目的は、全天太陽スペクトル放射、特に、エアロゾル、水蒸気及びオゾンスペ
クトル吸収プロファイルと共に、全天、直達及び拡散太陽スペクトル放射を測定及び分解
する、コンパクトで可動部品を備えず、現地に配備可能な装置及び方法に関する従来技術
の制限を緩和することである。
【０００７】
　発明の一実施形態による装置は、
　外側本体内に第１の準ランベルト材料で被覆される球状空隙を備える球状拡散器と、
　球状拡散器の第１の所定位置に形成される第１の所定径を有する第１の絞りと、
　球状拡散器の第２の所定位置に形成される第２の所定径を有する第２の絞りと、
第１の絞り及び第２の絞りに対して所定の関係で配置されるバッフルであって、所定の厚
さを有し、第２の準ランベルト材料で被覆され、球状拡散器の内面に配置され、球の所定
部分を画定する幾何学的形状を有するバッフルと、
　第２の絞りに結合される複数の光学コリメータであって、第２の絞りに結合される光学
コリメータの遠位端に配置される複数の光検出器の各光検出器にとって最大受光角を画定
する光学コリメータと、
　複数の光学フィルタであって、各フィルタが所定の光学波長の帯域を有し、複数のコリ
メータのうちの１つの光学コリメータと組み合わせて配置されて、前記第２の絞りに入る
光信号をろ過する光学フィルタと、を備える。
【０００８】
　発明の一実施形態による装置は、
　複数の第１の光検出器であって、各第１の光検出器が拡散素子、帯域フィルタ及び光学
コリメータを備える光路を介して、所定の波長帯の周囲環境光を受け取り、入射環境光の
角度を所定視界に限定する光検出器と、
　複数の第２の光検出器の上面の上方に突出するポストの周囲に放射方向に配置される複
数の第２の光検出器と、
　複数の第１の光検出器の各第１の光検出器の光電流をデジタル化する第１の部分と、複
数の第２の光検出器の各第２の光検出器の光電流をデジタル化する第２の部分と、少なく
とも複数の第１の光検出器のデジタル化光電流、複数の第２の光検出器のデジタル化光電
流及び無大気での太陽スペクトルモデルに応じて、再構築太陽スペクトルをデジタル化す
る第３の部分とを備える電子回路と、を備える。
【０００９】
　発明の一実施形態に係る装置は、
　それぞれが周囲環境から所定の波長帯内及び光検出器の垂線に対する所定の入射角内の
光を受ける複数の波長ろ過光検出器と、
　周囲環境から光を受け取る複数の第２の光検出器と、
　複数の第２の光検出器に対して配置されるシャドウポールと、
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　装置の前面に配置される光学素子であって、複数の第２の光検出器の前方に配置される
第１の均一透明領域と、複数の特徴を備える第２の拡散領域とを備え、各特徴が、波長ろ
過光検出器と関連付けられる所定の波長及び光学素子を形成する材料に応じて設計される
光学素子と、
　装置の前面に位置し、拡散器、シャドウポール及び第２の複数のフォトダイオードを素
子から保護する透明ドームと、を備える。
【００１０】
　本発明のその他の側面及び特徴は、本発明の具体的な実施形態に関する以下の説明を添
付図面と併せて検討することで当業者にとって自明になるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
　添付図面を参照して、例示のために本発明の実施形態を以下説明する。
【００１２】
【図１】拡散器が着脱される、発明の一実施形態に係る全天日射計（ＳｏｌａｒＳＩＭ－
Ｇ）を示す図である。
【００１３】
【図２】図１に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの展開組立図である。
【００１４】
【図３】図１に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの展開断面組立図であ
る。
【００１５】
【図４】図１に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇハウジングの展開図で
ある。
【００１６】
【図５】図１に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇに採用される、発明の
一実施形態に係る拡散板の平面図及び断面斜視図である。
【００１７】
【図６】図１に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇに採用される、発明の
一実施形態に係るシャドウポール及び光検出器素子の斜視図及び断面斜視図である。
【００１８】
【図７】図１に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇに採用される、発明の
一実施形態に係るフィルタ及び筐体の斜視図及び断面斜視図である。
【００１９】
【図８Ａ】図１に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇに採用される、発明
の一実施形態に係るチューブコリメータの斜視図及び断面斜視図である。
【００２０】
【図８Ｂ】図１に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ内に採用される発明
の一実施形態の光路を示す図である。
【００２１】
【図９】図１に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇのアセンブリ構造及び
データフローを示す図である。
【００２２】
【図１０】図１に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの結果生成用の処理
フローを示す図である。
【００２３】
【図１１】保護ドーム及び外側機械ハウジングが脱着される、発明の一実施形態に係る全
天日射計（ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ）を示す図である。
【００２４】
【図１２】図１１に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇハウジングの展開
図である。
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【００２５】
【図１３】図１１及び１２に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの展開断
面組立図である。
【００２６】
【図１４】図１１～１３に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ内の光学拡
散器、フィルタ－、光学コリメータ素子の展開図及び断面組立図である。
【００２７】
【図１５Ａ】図１１～１４に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ内の光学
拡散器、フィルタ、光学コリメータ及び光検出器素子を備える光学サブアセンブリの断面
組立図である。
【００２８】
【図１５Ｂ】図１１～１４に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ内の単独
の光線痕跡を示す図である。
【００２９】
【図１５Ｃ】発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇを示す図である。
【００３０】
【図１６】図１１に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇのアセンブリ構造
及びデータフローを示す図である。
【００３１】
【図１７】図１１に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの結果生成用の処
理フローを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　詳細な説明
【００３３】
　本発明は、全天太陽スペクトル放射、特に、エアロゾル、水蒸気及びオゾンスペクトル
吸収プロファイルと共に、全天、直達及び拡散太陽スペクトル放射を測定及び分解する、
コンパクトで可動部品を備えず、現地に配備可能な装置及び方法に関する。
【００３４】
　以下の説明は、代表的実施形態のみを提示しており、本開示の範囲、適用性又は構成を
限定することを目的としていない。むしろ、実施形態の以下の説明は、当業者が本発明の
単独又は複数の実施形態を実行することを可能にする。添付の請求項に記載される精神と
範囲を逸脱せずに、素子の機能及び構成に様々な変更を加えることができると理解される
。したがって、実施形態は、本発明の例又は実施例であり、唯一の実施例ではない。「一
実施形態」、「実施形態」又は「いくつかの実施形態」が出現しても必ずしも同一の実施
形態を指すわけではない。本発明の各種特徴は、単独の実施形態の文脈で記載されている
場合があるが、それらの特徴は個別に又は任意の適切な組み合わせで提供することができ
る。逆に、本発明は明瞭化のため、本明細書では別々の実施形態の文脈で記載されている
場合があるが、本発明は単独の実施形態又は実施形態の任意の組み合わせで実行すること
ができる。
【００３５】
　明細書での「一実施形態」、「実施形態」、「いくつかの実施形態」又は「その他の実
施形態」の言及は、実施形態に関連して記載される特定の特徴、構造又は特性が少なくと
も１つの実施形態に含まれるが、必ずしも本発明のすべての実施形態に含まれるわけでは
ないことを意味する。本明細書で採用される表現及び用語は、限定ではなく説明目的であ
ると解釈すべきである。請求項又は明細書が「ａ」又は「ａｎ」要素を指す場合、このよ
うな言及は１つのみの要素であると解釈されないものと理解すべきである。明細書の記載
中、構成要素、特徴、構造又は特性が「ｍａｙ」、「ｍｉｇｈｔ」、「ｃａｎ」又は「ｃ
ｏｕｌｄ」を用いて含まれる場合、その特定の構成要素、特徴、構造又は特性は必ずしも
含まれなくてもよいと理解すべきである。
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【００３６】
　「左」、「右」、「上」、「下」、「前」及び「後」などの文言の言及は、本発明の実
施形態の実施形態を示す図面内の特定の特徴、構造又は要素の配向に関する使用を目的と
する。装置は単独又は複数のユーザによって複数の配向で使用することができるため、装
置の実際の使用に関する上記の方向を示す用語が何の具体的な意味も持たないことは明ら
かであろう。「含む」、「備える」、「から成る」という用語及びそれらの文法上の変形
に対する言及は、１つ以上の構成要素、特徴、ステップ、整数又はそれらの群の追加を排
除するものではなく、それらの文言は、構成要素、特徴、ステップ又は整数を明示するも
のと解釈されるべきではない。同様に、本明細書で使用されるとき、「実質上～から成る
」という句及びその文法上の変形は、追加の構成要素、ステップ、特徴、整数又はそれら
の群を排除するものと解釈されるべきではなく、追加の特徴、整数、ステップ、構成要素
又はそれらの群は、請求される組成、装置又は方法の基本的及び新規の特性を実質上変更
しない。明細書又は請求項が「追加の」素子に言及する場合、２つ以上の追加の素子を排
除するものではない。
【００３７】
　本明細書で使用されるとき、本開示全体を通じて、「携帯電子装置」（ＰＥＤ）は、通
信に利用される無線装置、および電力用のエネルギーの形式とは関係なくバッテリなどを
必要とするその他のアプリケーションを指す。これは、携帯電話、スマートフォン、携帯
情報端末（ＰＤＡ）、携帯コンピュータ、ポケベル、携帯マルチメディアプレーヤ、携帯
ゲーミングコンソール、ラップトップコンピュータ、タブレットコンピュータ、ウェアラ
ブル装置、電子リーダなどの装置を含むが、それらに限定されない。
【００３８】
　本明細書で使用されるとき、本開示全体を通じて、「固定電子装置」（ＦＥＤ）は、通
信や、電力を得るために固定インタフェースへの接続を必要とするその他の用途に使用さ
れる無線および／または有線装置を指す。これは、ラップトップコンピュータ、パーソナ
ルコンピュータ、コンピュータサーバ、キオスク、ゲーミングコンソール、デジタルセッ
トトップボックス、アナログセットトップボックス、インターネット対応装置、インター
ネット対応テレビ、マルチメディアプレーヤなどを含むが、それらに限定されない。
【００３９】
　本明細書で使用されるとき、本開示全体を通じて「サーバ」は、同じ場所に配置され、
及び／又は地理的に分散されて、ホストとして１つ以上のサービスを実行し、他のコンピ
ュータ、ＰＦＤ、ＦＥＤなどの他のユーザのクライアントニーズを満たす１つ以上の物理
的コンピュータを指す。これには、データベースサーバ、ファイルサーバ、メールサーバ
、プリントサーバ、ウェブサーバ、ゲームサーバ又は仮想環境サーバが含まれるが、それ
らに限定されない。
【００４０】
　本明細書で使用されるとき、「アプリケーション」（一般的には「アプリ」と称される
）は、「ソフトウェアアプリケーション」、「ソフトウェアスイート」の一要素、個人が
アクティビティを実行できるように設計されるコンピュータプログラム、電子装置がアク
ティビティを実行できるように設計されるコンピュータプログラム、及び局所及び／又は
遠隔電子装置と通信するように設計されるコンピュータプログラムを指すことができるが
、それらに限定されない。よって、アプリケーションは、（コンピュータを動かす）オペ
レーティングシステム、（保全又は汎用作業を実行する）ユーティリティ及び（コンピュ
ータプログラムを作成する）プログラミングツールと異なる。概して、本発明の実施形態
に関する以下の説明では、アプリケーションは一般的に、ＰＥＤ及び／又はＦＥＤに永久
的に及び／又は一時的にインストールされるソフトウェアの形で提供される。
【００４１】
　本明細書で使用されるとき、「電子コンテンツ」（「コンテンツ」又は「デジタルコン
テンツ」とも称される）は、記憶、送信、受信及び／又は変換される際にデジタルデータ
として存在する任意の種類のコンテンツを指すことができるが、それらに限定されず、上
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記のステップの１つ以上はアナログとすることができるが、通常はデジタルである。デジ
タルコンテンツの形式は、デジタル的に一斉送信される、ストリーム配信される又は別個
のファイルに収容される情報を含むが、それらに限定されない。狭義では、デジタルコン
テンツの種類としては、ＭＰ３、ＪＰＧ、ＡＶＩ、ＴＩＦＦ、ＡＡＣ、ＴＸＴ、ＲＴＦ、
ＨＴＭＬ、ＸＨＴＭＬ、ＰＤＦ、ＸＬＳ、ＳＶＧ、ＷＭＡ、ＭＰ４、ＦＬＶ及びＰＰＴな
どの一般的なメディアの種類が挙げられる。たとえば、ｈｔｔｐ：／／ｅｎ．ｗｉｋｉｐ
ｅｄｉａ．ｏｒｇ／ｗｉｋｉ／Ｌｉｓｔ＿ｏｆ＿ｆｉｌｅ＿ｆｏｒｍａｔｓを参照された
い。より広範なアプローチでは、デジタルコンテンツは、任意の種類の情報、たとえば、
デジタル的に更新される天気予報、ＧＰＳマップ、電子ブック、写真、映像、Ｖｉｎｅ（
商標）、ブログ投稿、Ｆａｃｅｂｏｏｋ（商標）投稿、Ｔｗｉｔｔｅｒ（商標）ツイート
、オンラインＴＶなどを含むことができる。デジタルコンテンツは、ユーザの要求に応じ
て、生成、選択、作成、変更又は送信される任意のデジタルデータであり、要求はクエリ
、サーチ、トリガ、アラーム及びメッセージとすることができる。
【００４２】
　本明細書で使用されるとき、本開示全体を通じて、単数又は複数の「スカフォード（足
場）」は、別の材料又は素子を維持する、噛み合う又は支持する構造を指す。これには、
基板やフィルムなどの二次元（２Ｄ）構造、並びに幾何学的物体、非幾何学的物体、幾何
学的物体と非幾何学的物体の組み合わせ、天然に発生する構造配置及び人工構造配置など
の三次元（３Ｄ）構造が含まれるが、これらに限定されない。スカフォードは、中実、中
空、多孔又はそれらの組み合わせとすることができる。スカフォードは、凹部、細孔、開
口、穴、バイア、溝又はそれらの組み合わせを含むことができる。スカフォードは、滑ら
かである、凹凸がある、所定の表面プロファイル及び／又は特徴を有することができる。
スカフォードは、１つ以上の他の材料、１つ以上のフィルム、多層フィルム、１種類の粒
子、複数種類の粒子などの支持を目的とすることができる。スカフォードは、たとえば外
殻及び／又はケースも支持する装置の骨格及び／又は枠組みを含むことができるが、それ
に限定されない。
【００４３】
　本明細書で使用されるとき、本開示全体を通じて「外殻」は、本発明の実施形態に係る
装置内の複数の素子を収容する、及び／又は少なくとも部分的に及び／又は完全に囲む構
造を指す。外殻は、発明の一実施形態に係る装置内の素子を支持する単独または複数のス
カフォードに装着される単独または複数の部分を含むことができる。
【００４４】
　本明細書で使用されるとき、本開示全体を通じて「ケース」は、スカフォード及び／又
は外殻を囲む構造を指す。これには、通常はエラストマー及び／又はシリコーンから成り
、所望の特性の組み合わせと、気密性、液体侵入バリア、個体粒子侵入バリア、表面光沢
、物理的触覚面及び色などを含むがそれらに限定されないその他の特性を装置に提供する
構造が含まれる。ケースは、単独または複数のスカフォード及び／又は単独または複数の
ケースに搭載されて、発明の一実施形態の装置を形成する単独または複数の部分を含むこ
とができるが、それらに限定されない。
【００４５】
　本明細書で使用されるとき、本開示全体を通じて「ポリエステル」は、主鎖にエステル
官能基を含有するポリマーのカテゴリを指す。これには、天然に発生する化学物質及び段
階的成長重合による化学合成物であるポリエステルが含まれるが、それらに限定されない
。ポリエステルは生物分解性であってもなくてもよい。ポリエステルは熱可塑性物質又は
熱硬化性物質又は硬化剤によって硬化する樹脂であってもよい。ポリエステルは脂肪族、
半芳香族又は芳香族であってもよい。ポリエステルは、ポリグリコリド、ポリ乳酸（ＰＬ
Ａ）、ポリカプロラクトン（ＰＣＬ）、ポリヒドロキシアルカノエート（ＰＨＡ）、ポリ
ヒドロキシブチレート（ＰＨＢ）、ポリエチレンアジパート（ＰＥＡ）、ポリブチレンサ
クシネート（ＰＢＳ）、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリブチレンテレフタ
レート（ＰＢＴ）、ポリトリメチレンテレフタレート（ＰＴＴ）及びポリエチレンナフタ
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レート（ＰＥＮ）を利用するものを含むが、それらに限定されない。
【００４６】
　本明細書で使用されるとき、本開示全体を通じて「熱可塑性物質」又は「熱軟化性プラ
スチック」は、特定温度超で柔軟又は成形可能になり、冷却時に固化するポリマーのカテ
ゴリを指す。熱可塑性物質は、ポリカーボネート（ＰＣ）、ポリエーテルスルホン（ＰＥ
Ｓ）、ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレ
ン（ＰＰ）、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、ポ
リイミド（ＰＩ）、ポリフェニルスルホン（ＰＰＳＵ）、ポリクロロトリフルオロエチレ
ン（ＰＣＴＦＥ又はＰＴＦＣＥ）、ふっ素化エチレンプロピレン（ＦＥＰ）及びペルフル
オロアルコキシアルカン（ＰＦＡ）を含むことができるが、これらに限定されない。
【００４７】
　本明細書で使用されるとき、本開示全体を通じて「金属」は、良好な電導性及び伝熱性
を有する材料を指す。このような材料は、可鍛性及び／又は可融性及び／又は延性を有す
る。金属は、アルミニウム、ニッケル、銅、コバルト、クロム、銀、金、白金、鉄、亜鉛
、チタン、及び青銅、ステンレス鋼、真鍮並びにリン青銅などの合金を含むことができる
が、これらに限定されない。
【００４８】
　本明細書で使用されるとき、本開示全体を通じて「シリコーン」は、反復単位のシロキ
サンから成る任意の不活性合成化合物を含むポリマーを指す。
【００４９】
　本明細書で使用されるとき、本開示全体を通じて「弾性」材料又は「エラストマー」は
、粘弾性を有する材料、一般的にはポリマーを指す。エラストマーは、ポリイソピレン、
ブチルゴム、エチレンプロピレンゴム、シリコーンゴム、フルオロシリコーンゴム、フル
オロエラストマー、ペルフルオロエラストマー及び熱可塑性エラストマーなどの不飽和ゴ
ムを含むことができるが、それらに限定されない。
【００５０】
　全天日射計（ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ）は、たとえば、図１～１０に示す本発明の実施形
態に関して後述するように、例えば２８０ｎｍ≦λ≦４０００ｎｍの所定の波長帯にわた
ってエアロゾル、水蒸気及びオゾンスペクトル吸収プロファイルと共に、全天、直達及び
拡散太陽スペクトル放射を分解する機器である。したがって、本発明の実施形態に係るＳ
ｏｌａｒＳＩＭ－Ｇは、単独のコンパクトなハウジング内に、分光放射計、日射計、太陽
光度計、日射計及び測候所などの複数の機器の機能を組み合わせる。図１～１０の発明の
一実施形態に関して後述するように、ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇは６つのスペクトルチャネル
を提供するが、それより多い又は少ないスペクトルチャネルを組み込むことができ、通常
はチャネルを減らす結果、対応する性能及び／又は特徴も低減される。したがって、発明
の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇは以下を備える。
・コサイン応答を最適化するように、各スペクトルチャネルに特別に合わせた形状の小型
拡散器と併せ、複数のスペクトルチャネル；
・散乱光センサ；
・入力を測定するその他の周囲環境センサ；及び
・スペクトル、周囲エアロゾル、水蒸気及びオゾン透過プロファイルと共に、全天、直達
及び拡散太陽スペクトルを分解するソフトウェアアルゴリズム。
【００５１】
　図１～９を参照する後述の説明から明らかであるように、各スペクトルチャネルはフォ
トダイオード、コリメーションチューブ及び帯域フィルタの組み合わせを備え、この組み
合わせは、各フォトダイオードがフィルタから感知する視界を制限する。これにより、高
入射角の光がフォトダイオードに当たるのが回避され、帯域フィルタが高入射角光で呈す
る中心波長の変位が排除される。
【００５２】
　図１～９を参照して後述する説明から明らかであるように、拡散放射センサは、いくつ
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かの小型フォトダイオードによって囲まれるシャドウポールから成り、装置は拡散光対全
天光比を推定して、拡散放射を評価することができる。拡散対全天比を知ることで、Ｓｏ
ｌａｒＳＩＭ－Ｇは機器のコサイン応答を能動的に補正し、ソフトウェアアルゴリズムが
全天、直達及び拡散太陽スペクトルを分解するのを支援することができる。
【００５３】
　図１は、前側拡散板を装着した場合と装着していない場合の発明の一実施形態に係るＳ
ｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの第１の三次元（３Ｄ）斜視図１００Ａ及び第２の三次元（３Ｄ）斜
視図１００Ｂを示す。図２は、ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの展開組立図として第１の３Ｄ斜視
図２００Ａ及び第２の３Ｄ斜視図２００Ｂを示す。図１～３に示すＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ
は、例えば２８０ｎｍ≦λ≦４０００ｎｍの所定の波長帯にわたって動作する６チャネル
設計である。したがって、図２～９に関する説明はこの６チャネル設計を反映しているが
、当業者にとって、チャネル数の異なる別の実施形態も実行することができるのは自明で
あろう。同様に、散乱光センサなどの素子を省略することができるのは自明であろう。図
示されるように、素子は以下を含む。
・拡散板２７０；
・光学帯域干渉フィルタ２６０；
・散乱光及び温度センサ（ＤＩＬＩＴＳ）２８０；
・筐体２５０
・コリメーションチューブ２３０；
・主ＰＣＢ２２０；
・周囲環境センサ２９０；
・背板２１０；及び
・防水膜通気孔２４０。
【００５４】
　図４は、直接及び境界面で、ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの外面及び直達侵入バリアなどを提
供するＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ外部ハウジング素子を示す第１の３Ｄ斜視図４００Ａ及び第
２の３Ｄ斜視図４００Ｂである。これらのハウジング素子は、底板２１０、筐体２５０及
び拡散板２７０を備える。図示されるように、筐体２５０は、拡散板２７０を上部に、底
板２１０を底部に装着した外部ハウジングの大部分を形成する。
【００５５】
　拡散板２７０は半球全体からの光を受けて、全方向（前方及び後方）に散乱させる。本
発明の本実施形態の光学波長帯２８０ｎｍ≦λ≦４０００ｎｍに関しては、ＰＴＦＥ又は
Ｔｅｆｌｏｎ（商標）が拡散器を形成する材料の例である。拡散板２７０はＳｏｌａｒＳ
ＩＭ－Ｇの上面に入射する光を拡散させ、良好なコサイン応答を達成するため、光検出器
に入る光が全入射角で結合されるように入射角に関係なく散乱する必要がある。拡散板２
７０がない場合、高入射角では、光は大部分反射して検出されず、コサイン応答が達成さ
れない。図５の第１の図５００Ａ～第３の５５０Ｃに示すようなＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ拡
散板２７０は、２つの機能を提供する。この拡散板は、シャドウポール及び光検出器用の
フロントカバーと、波長選択光検出器用の拡散器として同時に機能する。拡散体５１０の
６つの突出領域５２０は、ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ内の波長フィルタ毎の拡散器である。こ
れらの６つの小型拡散器の幾何学的形状は、対応する当該波長帯にとって最適なコサイン
応答を達成するように最適化される。したがって、各フィルタは、図示される実施形態に
おいて固有の拡散器５２０の設計を有する。しかし、本発明の他の実施形態では、拡散器
の設計に応じて、異なる拡散器設計の光学特性が必要とされる場合がある、又は、いくつ
かの実施形態では、１、２またはそれ以上の波長チャネルでは必要とされないことがある
。拡散板２７０内のウィンドウ５３０は透明であり、シャドウポール及び対応する光検出
器のカバーを提供する。
【００５６】
　本発明の実施形態では、拡散板２７０は、当該波長帯にわたる光透過性材料から形成す
ることができ、ウィンドウ５３０は透明なままで、突出領域５２０はサンドブラストやエ
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ッチングなどの材料処理によって光を拡散させる。あるいは、拡散素子の本体が当該波長
帯にわたって光拡散性だが光透過性の材料で形成される一方、ウィンドウ５３０は当該波
長帯にわたって透明な光透過性である別の材料で形成される。
【００５７】
　本発明の他の実施形態では、ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ拡散板２７０は、当該波長帯にわた
って光を透過させるガラスなどのその他の材料で形成することができる。任意で、Ｓｏｌ
ａｒＳＩＭ－Ｇ拡散板２７０は、チャネル毎に単独片ではなく２つ以上の素子、又はそれ
より多くの異なる拡散素子から形成することができる。他の実施形態では、拡散器は透過
性を有し、艶消し及び／又は半透過性にすることができる
【００５８】
　図１～９に示すように、ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇは、約４１０～４３０ｎｍ、４８０～５
０５ｎｍ、６００～６２０ｎｍ、６７０～６９０ｎｍ、８６０～８８０ｎｍ及び９３０～
９６０ｎｍの中心波長（ＣＷＬ）をそれぞれ有する６つのチャネルを採用する。さらに、
領域５３０として示される、ＤＩＬＩＴＳ２８０の上方の拡散体５１０の領域は、図示さ
れるように平坦にすることができる、又は表面プロファイルを採用することができる。拡
散体５１０の内断面Ｘ－Ｘを示す第２の図５００Ｂで明らかなように、凹部では、各フィ
ルタと対応する小型拡散器とが位置合わせされる。さらに、断面Ｙ－Ｙを示す第３の図５
００Ｃで明らかなように、ＤＩＬＩＴＳ２８０の上方の拡散体５１０の領域も凹部である
。
【００５９】
　図１～４に示すＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇａｓ内のＤＩＬＩＴＳ２８０により、Ｇ－Ｓｏｌ
ａｒＳＩＭは全天放射対拡散放射比を判定することができる。図６の３Ｄ斜視図６００Ａ
及び断面３Ｄ斜視図６００Ｂに示すように、この判定は、ＤＩＬＩＴＳ２８０が位置する
凹部７３０と共に外部筐体の上面に形成されるシャドウポール７５０（突出金属片）を使
用することによって達成される。シャドウポール７５０はＤＩＬＩＴＳ２８０内の開口６
４０を通って突出し、いくつかの小型光検出器６３０に囲まれ、小型光検出器はＤＩＬＩ
ＴＳ２８０の体積を形成するＰＣＢ６１０に装着される。任意で、小型の光検出器６３０
は、１つ以上の検出器アレイと置き換えることができる。１日を通じて太陽が見た目上、
空を移動することによって、シャドウポール７５０が異なるフォトダイオード６３０に影
を落とす。これにより、影の落ちたフォトダイオード６３０からの日光の直達光線が遮ら
れて、相対的な拡散放射を有効に推定することができる。任意で、ＤＩＬＩＴＳ２８０の
上方の拡散体５１０の領域は、拡散性または半透過性ではなく透過性にすることができる
。影で覆われていない光検出器６３０が全天放射（拡散＋直達光放射）を報告する一方、
影で覆われる光検出器は拡散光放射を報告する。この２つの比は、拡散放射の大きさと周
囲条件に関する情報を提供する。たとえば、非常に曇った日には、各光検出器からの読取
値はほぼ同一であると予測できる。晴天の日には、影で覆われた光検出器が低放射を報告
する一方、他の光検出器は比較的高い放射を報告する。
【００６０】
　拡散対直達光線比を知ることは、いくつかの理由で重要である。この比が分かれば、能
動的コサイン応答補正を実行することができる。研究所の条件下では、機器のコサイン応
答は、様々な角度で機器に光を照らす略平行光源を設けることによって判定される。機器
の応答は、理想的なコサイン応答と照らし合わされて、補正が行われる。しかし、戸外の
状況下では、機器は、いくつかの角度とその他の角度とでどの程度の量の光が入射してい
るかが「分からない」。直達対拡散比を確定することによって、１日を通じてずっと太陽
の位置が分かるため、どの程度の量の光が直達光線放射から入射しているかを正確に判定
することができる。
【００６１】
　シャドウポールはフィルタの「背後」に配置されて、低太陽仰角でのフィルタの陰りを
回避する。発明の一実施形態では、シャドウポールが北を向く一方、フィルタの矢印状構
造は南を向く。ＤＩＬＩＴＳ２８０は、温度に関して拡散器の送信を調節する温度センサ
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６２０も含む。好都合なことに、温度センサは散乱光センサＰＣＢ６１０に配置されて、
主ＰＣＢ２２０に接続される。
【００６２】
　筐体２５０は、全構成要素をまとめて保持して、天候要素から構成部品を保護する手段
を提供する。図１～４に示す筐体２５０を、図７の３Ｄ斜視図７００Ａ、第１の断面３Ｄ
斜視図７００Ｂ及び第２の断面３Ｄ斜視図７００Ｃに示す。図示されるように、上外面は
凹部７３０を備え、凹部内にはシャドウポール７５０と開口７６０が設けられる。図示さ
れるように、６つのフィルタ凹部７２０にはそれぞれ絞り７４０が設けられる。上面が筐
体と拡散器との間にＯリングを挿入又は配置するためのＯリングスロットをさらに含むこ
とで、拡散器は水分やゴミが入らないように筐体を封止することができる。筐体は、装置
内の湿度を調節する乾燥剤用の空隙も有する。
【００６３】
　帯域干渉フィルタはそれぞれ、ＣＷＬ周囲のフォトダイオードへ狭帯域の光を通過させ
る。図１～９を参照して説明した実施形態では、これらのＣＷＬはそれぞれ約４１０～４
３０ｎｍ、４８０～５０５ｎｍ、６００～６２０ｎｍ、６７０～６９０ｎｍ、８６０～８
８０ｎｍ及び９３０～９６０ｎｍである。こうしたフィルタは、戸外環境に耐え得る堅固
に被覆された頑丈な既製フィルタとすることができる。図１～９を参照して説明した本発
明の実施形態では、フィルタは円形であり、分離されていてもハウジング内にあってもよ
く、筐体及び拡散器の凹部の幾何学形状と深さは適合するように改変される。
【００６４】
　図２及び３に示す筐体内には、３Ｄ斜視図８００Ａ、端面図８００Ｂ、断面Ｘ－Ｘ及び
Ｙ－Ｙをそれぞれ表す第１の断面図８００Ｃ及び第２の断面図８００Ｄに示すコリメーシ
ョンチューブ２３０が据えられる。コリメーションチューブ２３０の機能は、フォトダイ
オードの視界を特定の入射角範囲に制限することである。帯域干渉フィルタは、垂直入射
で動作するように設計される。入射角が増大するにつれ、中心波長は青方に偏移する（Ｕ
Ｖスペクトル範囲に近づく）。しかし、大部分の帯域干渉フィルタは、０度～１０度の入
射角ではごくわずかしか偏移しない。したがって、コリメーションチューブの目的は、（
フィルタの仕様に応じた）略最適受光角よりも大きな角度で光を「ろ過」することである
。
【００６５】
　コリメーションチューブ２３０は、当該波長、すなわち２８０ｎｍ≦λ≦４０００ｎｍ
全体の吸収を最小化するように被覆される。たとえば、黒アルマイト処理されたアルミニ
ウム製バッフルが、１つの物理的実施形態を提供する。各コリメーションチューブは、光
が壁に反射して検出器に当たるのを防止するためにバッフルを収容したチューブである。
壁は、正反射を最小化するように筋をつける又は変形した表面を有することもできる。コ
リメーションチューブ２３０は筐体とは別の構成要素であるため、吸光のために筐体には
同様に黒アルマイト処理又はその他の処理を施す必要はない。
【００６６】
　図８Ｂは、入射光が以下のように変換する光路を示す。
・拡散器５２０が全方向に光を拡散させる。
・散乱光がフィルタ８６０を通過する。
・ろ過された散乱光が前側絞り７４０によって制限される。
・垂直に入射する残りの光はバッフル８５０を通過して、対応するフォトダイオード８７
０の活性領域に衝突する。
【００６７】
　光検出器８７０は主ＰＣＢ２２０に電気的に結合され、主ＰＣＢ２２０はコリメーショ
ンチューブ２３０の底部に位置し、筐体２５０及び背板２１０によってコリメーションチ
ューブ２３０と共に保持される。拡散板２７０が筐体２５０に装着されるとき、筐体２５
０及び背板はＯリング封止及びネジ／ボルト取付を用いて同様に設計することができるが
、本発明の他の実施形態では、背板２１０の筐体２５０への半田付け又は筐体２５０と背
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板２１０の間のガスケットの採用など、その他の液体及び粒子バリアを採用することがで
きる。主ＰＣＢ２２０はアナログデータをすべて取得し、通信プロトコルを通じてこの情
報をホストに伝達する。たとえば、ＳｏｌａｒＳＩＭ－ＧからホストコンピュータへのＲ
Ｓ－４８５通信プロトコルを採用することができる。しかしながら、ＳｏｌａｒＳＩＭ－
Ｇ及びホストコンピュータは、ＩＥＥＥ８０２．１１、ＩＥＥＥ８０２．１５、ＩＥＥＥ
８０２．１６、ＩＥＥＥ８０２．２０、ＵＭＴＳ、ＧＳＭ（登録商標）８５０、ＧＳＭ９
００、ＧＳＭ１８００、ＧＳＭ１９００、ＧＰＲＳ、ＩＴＵ－Ｒ５．１３８、ＩＴＵ－Ｒ
５．１５０、ＩＴＵ－Ｒ５．２８０、ＩＭＴ－１０００、ＤＳＬ、Ｄｉａｌ－Ｕｐ、ＤＯ
ＣＳＩＳ、イーサネット（登録商標）、Ｇ．ｈｎ、ＩＳＤＮ、ＭｏＣＡ、ＰＯＮ及び電力
線通信（ＰＬＣ）を含むがこれらに限定されない他の有線及び無線プロトコルによってリ
ンクすることができるのが明らかであろう。任意で、ホストコンピュータは、たとえば、
ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇが一部を成す設備に関連付けることができる。本発明の他の実施形
態では、ホストは遠隔に置くことができ、場合によっては、遠隔コンピュータではなく遠
隔サーバとすることができる。
【００６８】
　主ＰＣＢ２２０は散乱光センサＰＣＢ６１０及び周囲環境ＰＣＢ２９０にも接続され、
後者は周囲の温度、圧力及び湿度を感知する。後者のセンサは、所望の測定を達成するた
め、周囲空気を通すが水は通さない防水膜通気孔２４０に接続される。環境を監視する周
囲ＰＣＢ２２０は、シリコーン又はＯリングによって防水膜通気孔２４０に封止され、Ｓ
ｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの内部環境と周囲外部環境との間の圧力均等化を行うことができる。
【００６９】
　本発明の実施形態では、周囲環境から拡散素子を保護するために外側保護カバー、たと
えばドームを配備することができる。この外側保護カバーは、日光が、波長ろ過チャネル
用のコリメーションチューブに加えて、シャドウポールとシャドウポールの周囲の複数の
検出器に当たるように設計される。ドームを有する本発明の実施形態では、現状では拡散
素子が環境保護を提供していないため、様々な設計ガイドラインに応じて拡散素子を設計
することができるのは明らかであろう。したがって、シャドウポールとドームとの間に他
の要素を配置しないようにウィンドウ（たとえば、図５のウィンドウ５３０）を省略する
ことができる。この場合、拡散素子（たとえば、拡散素子５１０）は、ＳｏｌａｒＳＩＭ
－Ｇの上面の一部のみを覆うように配置することができる。任意で、拡散器構造、たとえ
ば突出領域５２０は、コリメーションチューブ開口内でのみ又はコリメーションチューブ
内及び周囲に配置することができる。
【００７０】
　任意で、汚損を軽減するため、外側保護カバーの外部全体に定期的に及び／又は継続的
に風を吹きつけるファンを配置することができる。
【００７１】
　図９は、第１～第４の機能ブロック９００Ａ～９００Ｄを備える、図１～図８に示す発
明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの例示的システムブロック図である。図示さ
れるように、第１の機能ブロック９００Ａは複数の波長チャネルに関し、波長毎に、小型
拡散器、光学フィルタ、光学コリメータ（チューブ）コリメータ、フォトダイオード及び
マルチプレクサを備える。マルチプレクサの出力はトランスインピーダンス増幅器（ＴＩ
Ａ）に結合され、アナログ－デジタルコンバータ（ＡＤＣ）を介してデジタル形式に変換
される。ＡＤＣの出力は電子機能ブロック９００Ｄに接続される。本発明の別の実施形態
では、各光検出器は対応するＴＩＡを有し、複数のＴＩＡ出力はＡＤＣ又は複数のＡＤＣ
のために多重化される。
【００７２】
　第２の機能ブロック９００Ｂは拡散／直達放射に関し、拡散器、シャドウポール及びシ
ャドウポールの周囲の光検出器を備える。光検出器の出力は多重化され、ＴＩＡに結合さ
れ、アナログ－デジタルコンバータ（ＡＤＣ）を介してデジタル形式に変換される。任意
で、光検出器の出力はＴＩＡに結合され、次に１つ以上のＡＤＣに多重化される。ＡＤＣ
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の温度、圧力、湿度、拡散器温度、内部温度及び加速度のセンサを含むが、それらに限定
されないその他のセンサに関する。これらの出力も電子機能ブロック９００Ｄに接続され
る。
【００７３】
　したがって、電子機能ブロック９００Ｄは、複数の波長チャネルに関連する多重化デジ
タルデータ、シャドウポールの周囲のフォトダイオードに関連する多重化データ、及び複
数の環境センサからのデジタルデータを受け取る。これらのデータは、マイクロコントロ
ーラに関連付けられるメモリに記憶される単独または複数のソフトウェアアルゴリズムを
介して、電子機能ブロック９００Ｄ内のマイクロコントローラによって処理される。また
、電子機能ブロック９００Ｄは、生データ及び／又は処理済みデータがネットワーク９５
０を介してホストコンピュータ、この場合、遠隔サーバ９１０とやり取りされるように、
１つ以上の通信プロトコルを実行する。遠隔サーバ９１０はＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇからの
データを処理する、又はＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇからの処理済みデータを記憶する。このデ
ータは、全天スペクトル放射（水平又は傾斜）、直達スペクトル、拡散スペクトル、スペ
クトル水蒸気、エアロゾル及びオゾン吸収プロファイルを含むことができるが、それらに
限定されない。
【００７４】
　ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇのソフトウェアアルゴリズムに関するソフトウェアブロック図を
図１０に示す。図示されるように、全天、直達及び拡散太陽スペクトルに分解するため、
左側の入力はすべて一連の最初の処理アルゴリズム及びその後の再構築アルゴリズムに送
られる。したがって、図示されるように、チャネル応答性は、内部ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ
温度、チャネル較正、公称チャネル応答性及び拡散器温度に応じて得られる。生のデジタ
ル光電流及び電流較正データは拡散対全天放射比を伴い又は伴わずに使用されて、（最終
的）較正チャネルデータを生成する。この拡散対全天放射比は、シャドウポール光検出器
電流、その較正データ、及び日時と位置データを利用する太陽位置アルゴリズムから得ら
れる太陽位置データに応じて生成される。この太陽位置データは、大気が介入しない太陽
スペクトルである大気通過前の（ＡＭ０）スペクトルも定義する。これらの出力は、最初
のアルゴリズムにおける加速度、大気圧及び周囲温度と組み合わされて、６つのチャネル
に関して選択された波長の結果として、抽出された水蒸気、エアロゾル及びオゾンと共に
、再構築太陽スペクトルを導き出す。
【００７５】
　次に、拡散スペクトル放射が推定され採用されて、正確な再構築太陽スペクトルを生成
した後、最終的全天スペクトル、拡散及び直達スペクトルだけでなく水、オゾン及びエア
ロゾルに関する周囲吸収プロファイルを再構築する。
【００７６】
　全天スペクトルが直達及び拡散スペクトル放射の組み合わせであるとき、拡散放射を考
慮に入れていないため、最初の再構築は完全にはならない。しかし、再構築代用スペクト
ルにより、大気中のエアロゾル、水蒸気及びオゾンコンテンツを推定することができ、次
いで、さらに良好な拡散放射の近似値を求めることができる（シャドウポールフォトダイ
オードによって判定される全天対拡散比でさらに向上される）。次に、近似拡散放射が代
用全天太陽スペクトルから減算され、再構築が再度行われて、全天スペクトル放射の直達
成分を取得する。推定された拡散スペクトル放射を直達成分に加算することで、全天スペ
クトル放射が求められる。
【００７７】
　図９を参照して記載される発明の実施形態は、４１０～４３０ｎｍ、４８０～５０５ｎ
ｍ、６００～６２０ｎｍ、６７０～６９０ｎｍ、８６０～８８０ｎｍ及び９３０～９６０
ｎｍのＣＷＬをそれぞれ有する６つの波長チャネルを利用する。表１は、これらの波長と
周囲構成要素との対応を示す。
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【表１】

【００７８】
　エアロゾルの場合、たとえば、７７０～７９０ｎｍ、１０４０～１０６０ｎｍ、１２４
０～１２６０ｎｍ及び１６４０～１６０ｎｍのＣＷＬなどのその他の波長も検討すること
ができる。有益なことに、約１１００ｎｍ未満の波長がシリコン光検出器で検出可能であ
るが、より長い波長はゲルマニウム（Ｇｅ）又はインジウムガリウムヒ化物（ＩｎＧａＳ
）光検出器を必要とする。
【００７９】
　図１１は、保護ドーム及び外側機械ハウジングを装着した及び装着していない発明の一
実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの第１の三次元（３Ｄ）斜視図１１００Ａ及び第２
の三次元（３Ｄ）斜視図１１１０Ｂである。第１の３Ｄ斜視図１１００Ａ及び第２の３Ｄ
斜視図１１１０Ｂに示すＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの上面には、チルトバブル１３１０及び太
陽正午インジケータ１１１０が配置される。太陽正午インジケータ１１１０は、Ｓｏｌａ
ｒＳＩＭ－Ｇ設備の位置で太陽正午、たとえば、北半球の真南を向くように位置決めする
ことができる。図１２から、光学コリメータが南北に位置合わせされるように、一体球（
球状拡散器）からの光学列がこの線に沿って配置されることは明らかであろう。
【００８０】
　図１２は、２つの異なる視点からの展開組立図である、図１１のＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ
の第１の３Ｄ斜視図１２００Ａ及び第２の３Ｄ斜視図１２００Ｂである。図１１及び１２
に示すＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇは、たとえば所定の波長帯２８０ｎｍ≦λ≦４０００ｎｍに
わたって動作する７チャネル設計である。したがって、図１３～１７に関する説明はこの
７チャネル設計を反映しているが、チャネル数の異なる別の実施形態を実現することがで
きるのは当業者にとって明らかであろう。したがって、図示されるように、図１２の第１
の斜視図１２００Ａは以下の素子を含む。
・保護ドーム１２１０；
・上側拡散体１２２０；
・下側拡散体１２２５；
・外側機械ハウジング１２３０；
・電気コネクタ１２３５；
・電気回路基板１２４０；
・周囲環境センサ１２４５；
・搭載板１２５０；
・ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ底板１２５５；
・光学フィルタアセンブリ１２６０；
・第１の光学コリメータ素子１２７０；
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・第２の光学コリメータ素子１２８０；及び
・光検出器回路基板１２９０。
【００８１】
　図１３は、図１１及び１２に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの展開
断面組立図であり、外側機械ハウジング１２３０及び保護ドーム１２１０が図１２のコン
パクトな表示ではなく正確な物理的関係で描かれている。したがって、図示されるように
、これらの素子は以下を含む。
・保護ドーム１２１０；
・チルトバブル１３１０；
・外側機械ハウジング１２３０；
・上側拡散体１２２０；
・下側拡散体１２２５；
・電気コネクタ１２３５；
・電気回路基板１２４０；
・Ｇｏｒｅ（商標）通気孔１３２０；
・Ｏリング１３３０；
・ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ底板１２５５；
・搭載板１２５０；
・光学フィルタアセンブリ１２６０；
・第１の光学コリメータ素子１２７０；
・第２の光学コリメータ素子１２８０；及び
・光検出器回路基板１２９０。
【００８２】
　図１４は、図１１に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ内の光学拡散器
、フィルタ及び光学コリメータ素子の展開断面組立図であり、各光学フィルタアセンブリ
１２６０はハウジング１２６０Ａ内に光学フィルタ１２６０Ｂを備える。対照的に、図１
５Ａは、図１１～１４に示す発明の一実施形態に係るＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ内の光学拡散
器、フィルタ、光学コリメータ及び光検出器素子を備え、外部周囲環境から光検出器回路
基板１２９０上の各光検出器１５６０までの光路を可能にする光学サブアセンブリの断面
組立図である。内部温度センサ１５９０も図示される。
【００８３】
　図１５Ｂは、光学アセンブリ内をたどる単独の垂直入射光線を示す。したがって、周囲
環境からの光は保護ドーム１２１０を通過し、この光の一部は上側拡散体１２２０に適合
する絞りリング１５７０で形成される精密絞り１５１０を通過する。したがって、この光
は、上側拡散体１２２０の後壁に形成される出口絞り１５２０を通って、第１の光学コリ
メータ素子１２７０に形成される拡散空隙１５３０及び上側拡散体１２２０の後壁に入る
前に、上側拡散体１２２０と下側拡散体１２２５の嵌合によって形成される一体球（球状
拡散器）内で反射し拡散する。
【００８４】
　出口絞り１５２０の下半分周囲の領域には、精密絞り１５１０から出口絞りまでの直達
反射を防止する拡散器バッフル１５８０が配置される。上側拡散体１２２０と下側拡散体
１２２５の嵌合によって形成される一体球（球状拡散器）の内面は、発明の一実施形態で
は、当該波長帯にわたって広範スペクトルのランベルト様光拡散を提供する塗料、たとえ
ば白色塗料を塗布される。本発明の他の実施形態では、これらの内面は、機械加工ではな
くサンドブラストなどで粗面化することができる。
【００８５】
　次に、一体球（球状拡散器）の内面と同様に被覆及び処理することができる拡散空隙１
５３０内の光は、第１の光学コリメータ素子１２７０及び第２の光学コリメータ素子１２
８０によって形成される光学コリメータを介して、各光検出器１５６０及び光検出器回路
基板１２９０上の対応電子部品に結合される。第１の光学コリメータ素子１２７０及び第
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２の光学コリメータ素子１２８０によって形成される各光学コリメータは、ハウジング１
２６０Ａ内の光学フィルタ１２６０Ｂ内に配置される。第１のコリメータ絞り１５４０及
び第２のコリメータ絞り１５５０はそれぞれ第１の光学コリメータ素子１２７０及び第２
の光学コリメータ素子１２８０内に配置される。したがって、光学素子を全体に組み合わ
せることで、ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの性能に関して所望のコサイン応答が提供される。
【００８６】
　図１５Ｃは、図１１～１５Ｂに示すＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの変形を示し、一体球（球状
拡散器）１２２０上の精密光学絞り及び保護ドームは、ＰＴＦＥなどで形成される拡散素
子１５００と置き換えられる。この拡散素子１５００は、薄型シート内の精密絞りに関し
て向上したコサイン応答を提供することができる
【００８７】
　図１６は、ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ　１６００の第１の～第３の機能ブロック１６００Ａ
、１６００Ｂ及び９００Ｄをそれぞれ備える図１１～１５に示す発明の一実施形態に係る
ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ１６００の例示的システムブロック図である。図示されるように、
第１の機能ブロック１６００Ａは複数の波長チャネルに関し、全チャネルに共通する一体
球（球状拡散器）及び拡散空隙１５３０から成り、波長毎に、光学フィルタ及び光学コリ
メータアセンブリがフォトダイオードに結合され、次に、複数の光検出器からの出力が、
トランスインピーダンス増幅器（ＴＩＡ）アレイを介して電気マルチプレクサに結合され
る。マルチプレクサの出力は、アナログ－デジタルコンバータ（ＡＤＣ）を介してデジタ
ル形式に変換される。ＡＤＣの出力は電子機能ブロック９００Ｄに接続される。本発明の
別の実施形態では、各光検出器は対応付けられるＴＩＡを有し、複数のＴＩＡ出力はＡＤ
Ｃのために多重化される、又は複数のＡＤＣでも採用することができる。任意で、光検出
器からの出力は、ＴＩＡによって増幅されデジタル化される前に多重化される。
【００８８】
　第２の機能ブロック１６００Ｃは、周囲温度、周囲圧、周囲湿度、内部温度、内部湿度
及び加速度のセンサを含むが、それらに限定されないＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ１６００内の
その他のセンサに関する。これらの出力も電子機能ブロック９００Ｄに接続される。
【００８９】
　したがって、電子機能ブロック９００Ｄは、複数の波長チャネルに関連する多重化デジ
タルデータと、複数の環境センサからのデジタルデータを受信する。これらのデータは、
マイクロコントローラに関連付けられるメモリに記憶される単独または複数のソフトウェ
アアルゴリズムを介して、電子機能ブロック９００Ｄ内のマイクロコントローラによって
処理される。また、電子機能ブロック９００Ｄは、生データ及び／又は処理済みデータが
ネットワーク９５０を介してホストコンピュータ、この場合、遠隔サーバ９１０とやり取
りされるように、１つ以上の通信プロトコルを実行する。遠隔サーバ９１０はＳｏｌａｒ
ＳＩＭ－Ｇからのデータを処理する、又はＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇからの処理済みデータを
記憶する。このデータは、全天スペクトル放射（水平又は傾斜）、直達スペクトル、拡散
スペクトル、スペクトル水蒸気、エアロゾル及びオゾン吸収プロファイルを含むことがで
きるが、それらに限定されない。任意で、ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇによって取得されるデー
タは、ネットワーク９５０を介して遠隔サーバ９１０又は他の装置に送信される前に、Ｓ
ｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ内で直接処理される。
【００９０】
　ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇは、ＩＥＥＥ８０２．１１、ＩＥＥＥ８０２．１５、ＩＥＥＥ８
０２．１６、ＩＥＥＥ８０２．２０、ＵＭＴＳ、ＧＳＭ８５０、ＧＳＭ９００、ＧＳＭ１
８００、ＧＳＭ１９００、ＧＰＲＳ、ＩＴＵ－Ｒ５．１３８、ＩＴＵ－Ｒ５．１５０、Ｉ
ＴＵ－Ｒ５．２８０及びＩＭＴ－１０００を含むがこれらに限定されない群から選択され
るネットワーク９５０と通信する１つ以上の無線インタフェースを採用することができる
。あるいは、ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇは、ＤＳＬ、Ｄｉａｌ－Ｕｐ、ＤＯＣＳＩＳ、イーサ
ネット、Ｇ．ｈｎ、ＩＳＤＮ、ＭｏＣＡ、ＰＯＮ及び電力線通信（ＰＬＣ）を含む群から
選択されるネットワーク９５０と通信する１つ以上の有線インタフェースを採用すること
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ができる。
【００９１】
　ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇのソフトウェアアルゴリズムに関するソフトウェアブロック図を
図１７に示す。図示されるように、全天、直達及び拡散太陽スペクトルに分解するため、
左側の入力はすべて一連の最初の処理アルゴリズム及びその後の再構築アルゴリズムに送
られる。したがって、図示されるように、チャネル応答性は、内部ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇ
温度、チャネル応答性較正及びチャネル応答性に応じて得られる。生のデジタル光電流及
び電流較正データが使用されて、較正チャネル光電流を生成する。日時及び位置情報が、
大気が介入しない太陽スペクトルである大気通過前の（ＡＭ０）スペクトルを生成するの
に採用される太陽位置アルゴリズムにおいて採用される。これらの出力は、最初のアルゴ
リズムにおける加速度、大気圧及び周囲温度と組み合わされて、ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの
７つのチャネルに関して選択された波長の結果として、抽出された水蒸気、エアロゾル及
びオゾンと共に、再構築太陽スペクトルを導き出す。
【００９２】
　次に、拡散スペクトル放射が推定及び採用されて、正確な再構築太陽スペクトルを生成
した後、最終的全天スペクトル、拡散及び直達スペクトルだけでなく水、オゾン及びエア
ロゾルに関する周囲吸収プロファイルを再構築する。全天スペクトルが直達及び拡散スペ
クトル放射の組み合わせであるとき、拡散放射を考慮に入れていないために最初の再構築
では完全にはならない。しかし、再構築代用スペクトルにより、大気中のエアロゾル、水
蒸気及びオゾンコンテンツを推定することができ、次いで、さらに良好な拡散放射の近似
値を求めることができる（シャドウポールフォトダイオードによって判定される全天対拡
散比でさらに向上される）。次に、近似拡散放射が代用全天太陽スペクトルから減算され
、再構築が再度行われて、全天スペクトル放射の直達成分が取得される。推定された拡散
スペクトル放射を直達成分に加算することで、全天スペクトル放射が求められる。
【００９３】
　図１１～１５Ａに示すＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇは、固定する前にＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇを
回転させることができる搭載板１２５０を介して表面に装着される。ＳｏｌａｒＳＩＭ－
Ｇ自体は３つのバネ付きネジによって底板１２５５を介して搭載板１２５０に装着される
ことで、これらのネジ及びチルトバブル１３１０の調節によって水平にすることができる
。外側機械ハウジング１２３０は一連のネジを介して底板１２５５に装着され、底板１２
５５に設けた通気孔１３２０が大気の圧力、温度及び湿度を測定する戸外環境センサのた
めに圧力を均等化することができる。通気孔１３２０は、水などの液体及び埃などの粒子
のバリアとして機能しつつ、ＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの内部環境と周囲環境との圧力均等化
を提供する。
【００９４】
　図１１～１５Ａに示すＳｏｌａｒＳＩＭ－Ｇの上側では、保護ドーム１２１０は外側機
械ハウジング１２３０の上面に形成される溝に嵌合し、シリコーン又はエポキシなどの材
料によって適所に接着される。精密絞り１５１０は絞りリング１５７０の内側開口によっ
て形成され、絞りリングは理想的には厚さがゼロであり完全反射であるべきなので、極薄
の材料片、たとえば８０μｍ高純度ニッケルシートから成り、精密絞りがコサイン損失を
回避する一方、絞りリングは一体球（球状拡散器）内の光拡散を支援する。同様に、この
絞りリング１５７０はシリコーンを介して精密絞り１５１０を封止するが、機械的アタッ
チメントを採用することもできる。
【００９５】
　上側拡散体１２２０及び下側拡散体１２２５は、理想的には、完全コサイン応答を生成
する一体球（球状拡散器）を形成し、内面は高ランベルト材料で被覆されて、観測角度に
対して見かけ上輝度が一定の「理想的な」艶消しの又は拡散反射面であるランベルト反射
面を提供する。図示される実施形態では、上側拡散体１２２０及び下側拡散体１２２５は
唇型ジョイント付きのネジを介して相互に接合されるが、本発明の他の実施形態では、上
側拡散体１２２０と下側拡散体１２２５を共に接合するその他多数の手段としてＯリング
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又はその他の封止を採用することができる。次いで、拡散器はネジによって底板１２５５
に搭載される。
【００９６】
　上側拡散体１２２０内では、下半分拡散器バッフル１５８０の周囲に形成される出力絞
り１５２０が使用されて、略垂直入射光での一体球（球状拡散器）からの初期反射を防止
する。拡散器バッフル１５８０は方位対称のために球状であり、コサイン応答を向上させ
る。出力絞り１５２０により、光が拡散空隙１５３０に入り、最適な拡散となるように光
線を複数回反射させることができる。この拡散空隙１５３０は、上側拡散体１２２０と第
１の光学コリメータ素子１２７０から形成される。
【００９７】
　第１の光学コリメータ素子１２７０内には、波長チャネル毎に第１のコリメータ絞り１
５４０が形成される。第１の光学コリメータ素子１２７０には第２の光学コリメータ素子
１２８０が装着され、光学フィルタ１２６０Ｂ及びハウジング１２６０Ａを収容するよう
に機械加工された窪みを有する。また、第２の光学コリメータ素子１２８０内には、第２
のコリメータ絞り１５５０も形成されて、第１のコリメータ絞り１５４０と共に、各検出
器に当たることができる光線の角度分布を画定する。これは入射角が増加するほど帯域フ
ィルタの性能が劣化するために必要である。したがって、略平行光のみ、実際には約１０
度の半角が光検出器１５６０を通過することができる。
【００９８】
　本発明の実施形態では、拡散器は拡散器の要求する波長帯、コスト、拡散器性能などに
応じて、１つ以上の熱可塑性物質、ポリエステル及びガラスで形成することができる。た
とえば、拡散器はＢＫ７ガラスとすることができる。任意で、筐体、底板及びコリメーシ
ョンチューブはプラスチック、熱可塑性物質、ポリエステル又は金属で形成することがで
きる、または様々なプラスチック、熱可塑性物質、ポリエステル又は金属で形成すること
ができる。任意で、本発明の実施形態では、機械構造は、シリコーンなどのケースで部分
的に又は完全に包囲することができる。任意で、筐体及びコリメーションチューブは、単
独片の部分又は２片以上の部分として形成することができる。
【００９９】
　実施形態を完全に理解するため、具体的な細部を上記の説明で提供する。しかしながら
、これらの具体的な細部がなくても実施形態を実行することができると理解される。例え
ば、実施形態を不必要な詳細によって分かりにくくしないように、回路はブロック図で示
すことができる。他の例では、実施形態を曖昧にするのを回避するため、不必要な詳細を
除いて周知の回路、工程、アルゴリズム、構造及び技術を示すことができる。
【０１００】
　上述の技術、ブロック、ステップ及び手段は、様々な方法で実行することができる。例
えば、これらの技術、ブロック、ステップ及び手段は、ハードウェア、ソフトウェア又は
それらの組み合わせで実行することができる。ハードウェアを実装するため、１つ以上の
特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、デジタル信号
処理装置（ＤＳＰＤ）、プログラマブル論理装置（ＰＬＤ）、フィールドプログラマブル
ゲートアレイ（ＦＰＧＡ）、プロセッサ、コントローラ、マイクロコントローラ、マイク
ロプロセッサ、上述の機能及び／又はそれらの組み合わせを実行するように設計されるそ
の他の電子ユニット内に、処理ユニットを実装することができる。
【０１０１】
　なお、実施形態は、フローチャート、フロー図、データフロー図、構造図又はブロック
図で示される工程として説明することができる。フローチャートは連続的工程として動作
を説明することができるが、動作の多くは並行して又は同時に実行することができる。ま
た、動作の順番は入れ替えることができる。工程は動作が完了したときに終了するが、図
面に示されない追加のステップを有することができる。工程は、方法、関数、プロシージ
ャ、サブルーチン、サブプログラムなどに対応させることができる。工程が機能に対応す
るとき、工程の終了は呼出し機能又は主機能への帰還に対応する。
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【０１０２】
　さらに、実施形態は、ハードウェア、ソフトウェア、スクリプト言語、ファームウェア
、ミドルウェア、マイクロコード、ハードウェア記述言語及び／又はそれらの任意の組み
合わせによって実行することができる。ソフトウェア、ファームウェア、ミドルウェア、
スクリプト言語及び／又はマイクロコードで実行されるとき、必要なタスクを実行するプ
ログラムコード又はコードセグメントは、記憶媒体などの機械可読媒体に記憶することが
できる。コードセグメント又は機械実行命令は、プロシージャ、関数、サブプログラム、
プログラム、ルーチン、サブルーチン、モジュール、ソフトウェアパッケージ、スクリプ
ト、クラスもしくは命令、データ構造及び／又はプログラム文の任意の組み合わせを表す
ことができる。コードセグメントは、情報、データ、引数、パラメータ及び／又はメモリ
コンテンツを伝達及び／又は受信することによって別のコードセグメント又はハードウェ
ア回路に結合させることができる。情報、引数、パラメータ、データなどは、メモリ共有
、メッセージ伝達、トークン伝達、ネットワーク送信などの任意の適切な手段を介して伝
達、転送又は送信することができる。
【０１０３】
　ファームウェア及び／又はソフトウェアの実施例の場合、方法は、本明細書に記載され
る機能を実行するモジュール（たとえば、プロシージャや関数など）を用いて実行するこ
とができる。本明細書に記載される方法を実行する際、命令を具現化する機械可読媒体を
使用することができる。たとえば、ソフトウェアコードはメモリに記憶することができる
。メモリはプロセッサ内又はプロセッサ外に実装することができ、メモリが後の実行のた
めにソフトウェアコードを記憶するのに採用される実施例と、メモリがソフトウェアコー
ドを実行するのに採用される実施例とで変化させることができる。本明細書で使用すると
き、「メモリ」という文言は、任意の種類の長期、短期、揮発性、不揮発性又はその他の
記憶媒体を指し、特定のメモリの種類、メモリの数又はメモリを記憶する媒体の種類に限
定されるべきではない。
【０１０４】
　さらに、本明細書で使用されるとき、「記憶媒体」という文言は、読出し専用メモリ（
ＲＯＭ）、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、磁気ＲＡＭ、コアメモリ、磁気ディスク
記憶媒体、光学記憶媒体、フラッシュメモリ装置及び／又は情報を記憶するその他の機械
可読媒体などのデータを記憶する１つ以上の装置を表すことができる。「機械可読媒体」
という文言は、携帯又は固定記憶装置、光学記憶装置、無線チャネル、及び／又は命令及
び／又はデータを記憶、含有又は搬送することのできるその他の各種媒体を含むが、それ
らに限定されない。
【０１０５】
　本明細書に記載される方法は、１つ以上の実施形態では、命令を含むコードセグメント
を受け入れる１つ以上のプロセッサを含む機械によって実行される。本明細書に記載され
る方法のいずれに関しても、命令が機械によって実行されるとき、機械が方法を実行する
。機械が行う行為を明記する１セットの命令（連続的又はそれ以外）を実行することがで
きるすべての機械が含まれる。よって、典型的な機械は、１つ以上のプロセッサを含む典
型的な処理システムによって例示することができる。各プロセッサは、ＣＰＵ、グラフィ
ック処理ユニット及びプログラマブルＤＳＰユニットのうちの１つ以上を含むことができ
る。処理システムは、主ＲＡＭ及び／又はスタティックＲＡＭ及び／又はＲＯＭを含むメ
モリサブシステムをさらに含むことができる。構成要素間の通信のためにバスサブシステ
ムを含むことができる。処理システムがディスプレイを必要とする場合、このようなディ
スプレイは、たとえば液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）を含めることができる。手動でのデー
タ入力が必要な場合、処理システムは、キーボードなどの英数字入力ユニット、マウスな
どのポインティング制御装置などのうち１つ以上の入力装置をさらに含む。
【０１０６】
　メモリは、処理システムによって実行されるとき、本明細書に記載される方法の１つ以
上を実行する命令を含む機械可読コードセグメント（たとえば、ソフトウェア又はソフト



(21) JP 6875390 B2 2021.5.26

10

20

30

ウェアコード）を収容する。ソフトウェアは、メモリに完全に常駐させることができる、
又はコンピュータシステムによる実行中、ＲＡＭ及び／又はプロセッサに完全に又は少な
くとも部分的に常駐させることができる。よって、メモリ及びプロセッサは、機械可読コ
ードを備えるシステムも構成する。
【０１０７】
　代替実施形態では、機械はスタンドアローンの装置として動作する、又はネットワーク
構成内の他の機械に接続する、たとえばネットワーク接続することができる。機械は、サ
ーバ－クライアントネットワーク環境内のサーバ又はクライアント機械の資格で又はピア
ツーピア又は分散ネットワーク環境内のピア機械の資格で動作することができる。機械は
、たとえば、コンピュータ、サーバ、サーバ群、コンピュータ群、ウェブアプライアンス
、分散コンピューティング環境、クラウドコンピューティング環境、又は機械が行う行為
を明記する１セットの命令（連続又はそれ以外）を実行することができる任意の機械とす
る。「機械」という文言は、１セットの（又は複数セットの）命令を個々に又は共同で実
行して、本明細書に記載される方法の１つ以上を実行する機械の集合を含むように解釈す
ることもできる。
【０１０８】
　本発明の例示的実施形態の上記の開示は、例示と説明のために提示している。上記開示
は、網羅的である又は本発明をまさに開示される形式に限定することを目的としていない
。上記の開示に鑑み、当業者にとって、本明細書に記載される実施形態の多数の変形及び
変更は自明であろう。発明の範囲は、添付の請求項及びその等価物によってのみ定義され
るものとする。
【０１０９】
　さらに、本発明の代表的実施形態を説明する際、明細書は、本発明の方法及び／又は工
程を特定のステップシーケンスとして提示している場合がある。しかしながら、方法又は
工程が本明細書に記載されるステップの特定の順序に依存しないという点で、方法又は工
程は記載される特定のステップシーケンスに限定されるべきではない。当業者が認識する
ように、他のステップシーケンスも可能である。したがって、明細書に記載されるステッ
プの具体的な順番は、請求項に関する限定と解釈すべきではない。また、本発明の方法及
び／又は工程に関する請求項は、記載される順序でステップを実行することに限定される
べきではなく、当業者であれば、シーケンスは変更することができ、変更後も本発明の精
神と範囲に属することを容易に認識できる。
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